
応 募 書 類 様 式 

 

（様式１）入札参加申込書  

     ＜別紙＞  役員等氏名一覧表 

（様式２）応募法人概要 

（様式３）企画提案書 

      ＜別紙１＞ 投資の回収に関する計画 

      ＜別紙２＞ 廃棄物の量の概計及び廃棄物の処理に関する計画等 

（様式４）人員表 

（様式５）質疑書 

     ＜別紙＞  質疑事項及び内容 

（様式６）委任状 

（様式７）基本稼働時間外における稼働内容等 

 

 

 （注）当該様式に記入しきれない場合は、適宜別紙でまとめてください。 



（様式１） 

入札参加申込書 

（平成 28年度二段階一般競争入札(ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区)） 
 

平成  年  月  日 

 

横浜市 

契約事務受任者 

横浜市都市整備局長 

 

申 

込 

者 

所在 
 

フリガナ  

 

名称 

 

実印 

（名称のほか代表者職・氏名も記載）      

電話 （   ）   － 

代 

理 

人 

住所 

（所在） 

 

フリガナ  

氏名 

（名称） 

 

                           実印 

電話 （   ）   － 

 

 次の市有地の定期借地における平成 28年度二段階一般競争入札（ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区）に参

加したいので、平成 28年度二段階一般競争入札（ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区）募集要項に定める入札

参加資格その他の条件を満たしていることを確認のうえ、次のとおり申し込みます。 

 

１ 申し込む土地 

申し込む土地 所  在 

ヨコハマポートサイド地区 

Ｃ４街区 
横浜市神奈川区大野町１－２４ 

  

 

 

 

 

（裏面あり） 



２ 添付書類 

入札参加申込書別紙：役員等氏名一覧表 
法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 
※印鑑証明書は、共同応募の場合は代表法人のみで可 
応募法人概要 （様式２） 
定款（写） 
企画提案書 （様式３）：別紙１～２付き 
人員表 （様式４） 
最近３期分の決算関係書類の写し（貸借対照表、損益計算書等） 
委任状（様式６）：価格競争入札に関する権限を委任する場合 

納税証明書 
① 法人税、消費税及び地方消費税 

・ 納税証明書「その１」（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 
・ 納税証明書「その３」又は「その３の３」（未納の税額がないことの証明書） 

② 法人市民税 
 ・ 納税証明書（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

許認可事業を行っている場合は、許可書又は認可書の写し 
 

３ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に○印を記入してください。） 
 
  （１）応募者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 入札参加資格関係 
（ア）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者（一般競争入 

札の参加者の資格を有しない者） 
（イ）横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停

止措置を受けている者 
（ウ）横浜市暴力団排除条例（平成23年12月横浜市条例第51号）第２条第２号に規定する暴力

団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は
同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他の
団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者
をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）  

（エ）神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号）第23条第１項又は第２項に違
反している事実がある者 

  イ 事業者適性関係 
（ア）経営不振の状況（破産手続、更正手続、再生手続その他類似の手続の開始がされている、

特別清算手続その他の清算手続が開始されている、又は手形取引停止処分がなされている
状況をいう。）にある者 

     （イ）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号）第８条 
第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は 
当該構成員を含む団体 

    （ウ）国税及び地方税を滞納している者 
 
（２）本市が別紙「役員等氏名一覧表」の情報を神奈川県警察本部長に照会することについて、同

意します。また、応募申請後、新たに就任した役員等について、市から追加提出を求められた
ときは、速やかに提出します。 

 
（３）上記（１）及び（２）について、本書面により誓約します。 

 

４ 事務担当責任者 

法 人 名  

所属・役職名   

氏 名  

連 絡 先 
所在地 〒 
 

TEL             

 

 

 



＜別紙＞ 

役 員 等 氏 名 一 覧 表 

 

                               平成  年  月  日現在の役員等 

                                                                                  

役職名 氏  名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 

(男･女) 
住  所 

代表者 

  

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 
 

本様式に記載された情報を入札参加資格の判断のための調査・照会資料として使用することにつ

いて、同意します。 

また、記載された全ての役員等に同趣旨を説明し、同意を得ています。 

 

法  人  名 

代表者職・氏名                   実印 

 

 

 



（様式２） 

応募法人概要 

（平成 28年度二段階一般競争入札(ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区)） 

名   称  ＴＥＬ  

本社所在地  ＦＡＸ  

設立年月日  資本金 百万円 

従 業 員 総数    人（うち非常用従業員  人） 

主 要 拠 点 

営業拠点等 

 

業 務 内 容 
 

 

業   績 

決 算 期 売 上 高 経常利益 純 利 益 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 

人 員 数 

(期平均数) 

 

決 算 期 常勤役員数 常用従業員数 非常用従業員数 

第  期  ／ ～ ／    

第  期  ／ ～ ／    

第  期  ／ ～ ／    

主 要 売 上 

項   目 
 

 

   

比   率 
      ％     ％     ％      ％ 

主 要 株 主 
株   主 

    

比   率     ％      ％     ％       ％ 

主 要 取 引 

金 融 機 関 

名   称 

（支  店） 

    

主要取引先 

企業等名称 
 

 

   

所  在  地 
    

年間取引高 
万円 万円 万円 万円 

取 引 割 合    ％ ％      ％      ％ 

取 引 年 数      年  年      年      年 

 



 (様式３) 

企画提案書 

（平成 28年度二段階一般競争入札(ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区)） 

企画提案 

設置する施設 

物件名（                 ） 

 

 

（施設配置計画図添付） 

事業の内容 

 

 

 

 

 
アピールポイント 

 

 

 

 

 

周辺環境への

配慮 

景観 

○景観形成への貢献、配慮についての考え方 

 

 

 

騒音 

○以下のすべての項目について配慮事項を含めて記載して
ください。 
・屋外に設置する機器、音響機器、事業実施に伴う騒音等の
有無 
・夜間（午後11時～午前6時）営業に伴う外部騒音の有無 
・拡声機を使用した宣伝放送の有無 
・深夜（午前零時～午前6時）における飲食・小売業の営業
の有無 
・客用駐車施設等における外部騒音の有無 
・夜間の音響機器の使用の有無 
・資材積卸、運搬用機器、建設機械、車両運行等の屋外作業
の有無 

臭気 

○以下のすべての項目について配慮事項を含めて記載して
ください。 
・著しい悪臭を発生する行為の有無 
・横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則第32条で指
定された行為の有無 
・悪臭の防止に関する規制基準（同規則別表第10に掲げる措
置）の遵守 

防犯 

○防犯性の向上、配慮についての考え方 

 

 

 



渋滞 

○交通渋滞の抑止についての考え方 

 

 

○路上での駐車待ちが発生した場合の対策 

 

 

稼働時間 

営 業 時 間：    ～ 

車両出入庫時間：    ～ 

その他稼働時間：    ～ 
 

附帯設置を 

要する施設及

び 取 組 の 内

容・運営の考え

方 

コミュニティースペース 

 

 

 

防災備蓄庫 

 

 

 

災害時下水直結式仮設

トイレ 

 

 

神奈川区をはじめとす

る市内の物産を活用し

た取組 

 

横浜市中央卸売市場と

連携した取組 

 

 

市内事業者の

活用 

設計、施工、管理運営

業務における活用 

業務区分 

（該当に○） 

具体的業務名、予定する市内事業者名、

活用手法など、検討事項を記入 

設計 

（有・無） 

 

 

施工 

（有・無） 

 

 

管理運営 

（有・無） 

 

 

資金計画 

用地費用  

建設費用  

その他費用  

合計投資額  

資金調達の内訳  

投資計画 
回収期間、各期の利益・返済額

等の内訳 
＜別紙１＞ 

建築計画 構造（階層含む。）  



土壌の搬出量     ㎥ 

建築面積 ㎡（建ぺい率   ％） 

延床面積 ㎡（容積率    ％） 

高さ ｍ 

着工時期 平成   年   月 

しゅん工時期 平成   年   月 

 

商業系・業務系施設を設置する場合 

計画概要 

規模、内容、方法、 

配置等 

延床面積      ㎡ 

 

 

 

 

貨物（車両）の種類、

量等 

種類    台／日平均 

種類    台／日平均 

駐車スペース 
          台 

     （うち利用者用  台） 

雇用計画 

他事業所からの移転    人（うちパート等   人） 

新規雇用         人（うちパート等   人） 

合計         人（うちパート等   人） 

市内事業者との 

取引予定・取引実績 

 

 

 

機械設備等の計画 

設備  

台数  

備考  

公害防止計画 

公害の種類  

発生源となる 

機械設備等の 

内容 

 

 

防止措置  

廃棄物の処理計画 
廃棄物の種類、発生量 

処理場所、処理方法等 
＜別紙２＞ 

その他 
 

 

 

企画提案書作成者（問合せ先） 

担当部署名 

担当者氏名                  TEL 



＜別紙１＞ 

投資の回収に関する計画 

 

投 資 総 額 
 

 

最終回収年月日 
平成   年   月   日 

（     年間） 

 

 ＜内訳＞ 

 

決 算 期 

／ ～ ／ 
第  期 第  期 第  期 第  期 第  期 

売 上 げ 
     

売上原価 
     

経  費 
     

 

 
うち減価償却 

     

利  益 
     

返 済 額      

回収残高 
     

 

 

決 算 期 

／ ～ ／ 
第  期 第  期 第  期 第  期 第  期 

売 上 げ 
     

売上原価 
     

経  費 
     

 

 
うち減価償却 

     

利  益 
     

返 済 額      

回収残高 
     

 

※ 売上げと経費の見積りの根拠を添付 

 

 



＜別紙２＞ 

廃棄物の量の概計及び廃棄物の処理に関する計画等 

 

１ 廃棄物の量の概計及び廃棄物の処理に関する計画 

廃棄物の種類 廃棄物の量の概計 
廃棄物の処理に関する計画 

処 理 場 所 処 理 方 法 

    

 

２ 廃棄物の輸送の方法等に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 省資源・省エネルギー、資源リサイクルへの取組等の環境行動計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(様式４) 

人 員 表 
（平成 28年度二段階一般競争入札(ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区)） 

 

第   期（  年  月 ～  年  月） 

 常勤役員数 常用従業員数 非常用従業員数 

月    

月    

月    

月    

月    

月    

月    

月    

月    

月    

月    

月    

合  計    

期平均数    

 

※１ 最近３期分を作成してください。 

※２ 人員数は、各月末の在員数を記入してください。 

※３ 非常用従業員とは、パートタイマー、季節工及びアルバイト等の臨時に雇用している従業員

で、労務費（雑給を含む。）の支払対象者をいいます。なお、外注費で処理している人員は含

みません。 

 

 



 (様式５) 

質 疑 書 
（平成 28年度二段階一般競争入札(ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区)） 

 

平成  年  月  日 

 
（申請先） 

横 浜 市 長 

 

所 在 地                   

法 人 名 称                  

代表者氏名                  

 

 
平成 28年度二段階一般競争入札（ヨコハマポートサイド地区Ｃ４街区）募集要項について質疑があ

りますので、別紙のとおり提出します。 

 
 

事務担当責任者 

法 人 名  

所属・役職名  

氏 名  

連 絡 先 

所在地 〒 

 

TEL             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜別紙＞ 

質疑事項及び内容 

 

（質疑件数  件） 

質疑事項 

 
 
 
 
 

（要項  ページ  行） 

内  容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 質疑事項は１件につき１枚とし、簡潔にまとめてください。 
（代表者印の押印された質疑書１枚で複数の質疑事項を提出することができます。） 

 

※ 質疑及び回答の要旨を横浜市都市整備局ホームページに掲載します。 
 



（様式６） 

委 任 状 

（平成 28年度二段階一般競争入札(ﾖｺﾊﾏﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞ地区 C4街区)） 
 

 

 

受任者  住所（所在） 

 

     氏名（名称）                実印 

（代理人使用印） 

 

 

 私は、上記の者を代理人と定め、下記の市有地における平成 28年度二段階一般競争入札(ヨコハ

マポートサイド地区Ｃ４街区)の価格競争入札に関する権限を委任します。 

 

委任する土地 所  在 

ヨコハマポートサイド地区 

Ｃ４街区 
横浜市神奈川区大野町１－２４ 

 

 

 

 平成  年  月  日 

                           

          委任者  住所（所在） 

 

               氏名（名称）                実印 

 

 

（注） 

・ 法人がその社員に委任する場合は、委任状の提出は不要です。 

・ 委任者及び代理人双方とも実印を押印し、印鑑証明書を添付してください。 

 

（添付書類） 

・ 法人の場合 

法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

・ 個人の場合 

  住民票及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 



（様式７） 

基本稼働時間外における稼働内容等 

平成  年  月  日 

 
（申請先） 

横 浜 市 長 

 

所 在 地                 

法 人 名 称                  

代表者氏名                  

 
施設の稼働時間が、平成 28年度二段階一般競争入札（ヨコハマポートサイド地区Ｃ４街区）募集要

項の「３．（２）」において基本とされる７～21時を超える見込みがあるため、超える時間における

稼働内容及び時間等について、以下のとおり提出します。 

 

7時前及び 

21時以降の 

稼働内容 

 

 

 
 
 
 

7時前及び 

21時以降の 

稼働時間 

 
 
 
 
 
 

7時前及び 

21時以降の 

稼働に係る 

対策 

（騒音対策等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

作成者（問合せ先） 

担当部署名 

担当者氏名                  TEL 



ヨコハマポートサイド地区Ｃ４街区 事業用定期借地権設定契約書 

                                                                                                                                                                                                                                                                                   

借地権設定者横浜市（以下「甲」という。）と、借地権者○○○○（以下「乙」という。）

とは、甲の所有する後記物件目録の土地（以下「本件土地」という。）について、借地借

家法（以下「法」という。）第 23条第２項で定める定期借地権（以下「本件借地権」とい

う。）の設定に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲は、「平成 28年度二段階一般競争入札（ヨコハマポートサイド地区Ｃ４街区）」

における乙の提案内容に基づいた事業の実施を目的として、乙に対して本件土地を賃貸

し、乙はこれを賃借する。 

２ 本件借地権は、建物所有を目的とする賃借権とする。 

３ 本契約により設定される本件借地権については、契約の更新（更新の請求又は土地の

使用の継続によるものを含む。）又は建物の築造による第２条に規定する存続期間の延

長はなく、乙は甲に対する建物買取請求権を有しないものとする。 

 

（存続期間） 

第２条 本件借地権の存続期間は、平成 28年 12月１日から平成 50年 11月 31日までの 22 

年間とする。 

 

（用途指定） 

第３条 乙は、本件借地権の存続期間中、本件土地を「平成 28年度二段階一般競争入札（ヨ

コハマポートサイド地区Ｃ４街区）募集要項」（以下「要項」という。）に従い、これ

を敷地として存する建物（居住の用に供するものを除く。以下「本件建物」という。）

を、コミュニティースペース及び防災備蓄庫等、要項に定められた指定用途並びに乙の

企画提案書に基づいた事業の用に供さなければならない。 

２ 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物の用途を変更してはならない。 

３ 乙は、本件土地の公募申込時に提出した企画提案書及び指定用途に基づき、この契約

締結の日から６か月以内に本件土地における具体的な工事内容や事業運営について記載

した事業計画書（以下「事業計画書」という。）を甲に提出するものとする。 

４ 甲は、前項の規定により提出された事業計画書が適正でないと認める場合には、一定

の期間を定めて乙に再提出を指示できるものとし、乙はこれに従わなければならない。 

５ 乙は、第２項又は前項の規定により提出した事業計画書について、甲の書面による承

認を得るものとし、乙が事業計画書を提出後にその内容を変更する場合も同様とする。 



６ 乙は、前項の規定により事業計画書に甲の承認を受けたうえで、本件土地において必

要な工事に着手し、本件土地を平成 30年 11月 30日（以下「指定期日」という。）まで

に指定用途に供しなければならない。ただし、予め甲の書面による承諾がある場合はこ

の限りでない。 

 

（指定用途の変更等の承認） 

第４条 乙は、次の各号の一に掲げる場合において、指定用途の変更若しくは解除又は指

定期日の変更を必要とするときは、事前に詳細な理由を付した願書を提出し、甲の書面

による承認を得なければならない。 

（１）不可抗力又は過失によって本件土地が滅失又はき損し、引き続きその用に供するこ

とが著しく困難又は不可能である場合 

（２）社会経済情勢の著しい変動、代替施設の設置等により、本件土地を引き続きその用

途に供することが真に困難又は不適切となった場合 

 

（地中埋設物の処理） 

第５条 本件土地に別表１に掲げる地中埋設物が存在することを、甲及び乙が認識してい

ることを確認した。 

２ 前項に掲げる地中埋設物を乙は処理しなければならない。処理に要する費用について

は乙の負担によるものとする。 

 

（既存建物の解体） 

第６条 乙は、本件土地を指定用途に供するまでに、本件土地及び隣接する公園予定地（神

奈川区大野町１－４の一部）（以下「公園予定地」という。）に存在する既存建物（旧

ＹＣＡＴ建物）を解体し、撤去しなければならない。 

２ 乙は、前条及び前項の規定にかかわらず、本件土地に存在する既存建物に係る地中杭

等地中埋設物を、本件借地権の存続期間中に撤去しなければならない。 

３ 乙は、前条及び第１項の規定にかかわらず、公園予定地に存在する既存建物に係る地

中杭等地中埋設物を、本件土地を指定用途に供するまでに撤去しなければならない。 

４ 前３項に定める解体又は撤去に要する費用については乙の負担によるものとする。 

 

（地区施設の整備） 

第７条 乙は、地区計画に定められた地区施設を整備しなければならない。ただし、整備

に要する費用については、甲の負担によるものとする。 

２ 乙は、地区施設の設計内容について、甲と協議し了承を得るものとする。 



 

（引渡） 

第８条 甲は、第 13 条第１項で規定する保証金全額の預託を確認した後に、第２条の始期

平成 28年 12月１日に、本件土地を現状有姿で乙に引き渡す。 

 

（貸付料） 

第９条 本件土地の貸付料は、月額金○○○，○○○円とする。 

２ 本件土地に係る貸付料の発生日は、第２条に定める存続期間の開始の日からとする。 

 

（支払方法） 

第１０条 第９条に定める貸付料は月払いとし、乙は、当該月の末日までに、甲の発行す

る納入通知書により当月分の貸付料を納付しなければならない。 

 

（貸付料の改定） 

第１１条 貸付料は、社会経済情勢及びその他の理由により、その額が実情にそぐわなく

なったと甲が判断したときは、原則として３年ごとに改定することができる。 

 

（貸付料の納付の遅延に伴う違約金） 

第１２条 乙は、貸付料を第 10条の規定により甲が定める支払期限までに納付しないとき

は、甲に対し、その納付期限の翌日から納付した日までの期間の日数に応じ、遅滞した

金額について、年 14.6 パーセントの割合を乗じて計算した違約金を、甲の指定する期

日までに支払わなければならない。ただし、乙は当該違約金の支払いにより甲の契約解

除権の行使を免れるものではない。 

２ 前項に定める違約金の計算において、納付すべき金額に 1,000円未満のは数がある場

合はそのは数を切り捨てるものとし、納付すべき金額が 2,000円未満である場合はその

全額を切り捨てる。 

３ 前２項により計算した違約金の額に 100円未満のは数がある場合はそのは数を切り捨

てるものとし、違約金の額が 100円未満である場合はその全額を切り捨てる。 

 

（保証金） 

第１３条 乙は、本契約締結時に、乙の債務を担保するため、保証金として金○○，○○

○，○○○円を甲に納付しなければならない。 

２ 乙が預託した保証金は、乙の甲に対する未払い債務、第 31条第１項に規定する損害賠

償その他本件借地権の設定契約に基づき、乙が負担すべき一切の債務及び本件土地建物、



工作物等の除去その他本件借地権終了時に第 26条に定める状態での返還を懈怠した際

に要する費用等を担保するものとする。 

３ 本契約の終了に伴い、乙が第 26条の規定により本件土地を更地の状態で甲に返還した

場合において、甲は、本契約に関して生じた乙の債務で未払いのものがあるときは保証

金の額からその未払債務額及び損害賠償の額を差し引いた金額を、未払いがないときは

保証金の額を、それぞれ遅滞なく乙に返還しなければならない。 

４ 保証金には利息を付さないものとする。 

５ 乙は、保証金返還請求権をもって、甲に対する貸付料その他の債務と相殺することが

できない。 

６ 乙は、甲の書面による承諾を得て第三者に本件借地権を譲渡し、かつ、これとともに

甲に対する保証金返還請求権を譲渡する場合を除いて、同請求権を他に譲渡することは

できない。 

７ 乙は、保証金返還請求権に質権その他の担保を設定することはできない。 

 

（本件借地権の譲渡） 

第１４条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権を譲渡してはならない。 

２ 乙は、本件借地権を、分割して譲渡すること、本件建物の所有権と分割して譲渡する

こと、または保証金返還請求権と分離して譲渡することはできない。 

３ 乙は、本件借地権を第三者に譲渡する場合には、本契約の内容を書面にて当該第三者

に承継させなければならない。 

４ 甲が本条第 1 項の承諾をしたときは、乙は、甲に対する保証金返還請求権を本件借地

権の譲受人に譲渡しなければならない。 

 

（本件土地の転貸等） 

第１５条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件土地を、名目のいかんにかかわ

らず第三者に転貸又は使用させてはならない。 

 

（本件土地の形質の変更） 

第１６条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件土地の形質を変更してはならな

い。 

 

（本件建物の増改築等） 

第１７条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を新築、増築、改築又は解

体（以下「増築等」という。）してはならない。 



２ 前項の場合において、乙は増築等の内容についてあらかじめ甲の承認を得なければな

らない。 

 

（本件建物の賃貸） 

第１８条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を第三者に賃貸してはなら

ない。 

２ 乙が、前項の承諾を得て本件建物を第三者に賃貸するときは、乙は本件土地の利用権

が法第 23条第２項に基づく事業用定期借地権であり存続期間満了時に消滅すべきこと

及び期間満了時に本件建物を取り壊したうえで、本件土地を甲に返還すべきことを当該

第三者に明示し、同第三者との間で法第 39 条の期間満了時までの取壊し予定建物賃貸

借契約を書面により締結しなければならない。 

３ 乙は、建物賃借人との賃貸借契約において法第 35 条の効果を生じさせないために、

本契約期間満了の１年前までに、本契約期間満了により建物が取り壊される旨を、建物

賃借人に通知しなければならない。 

４ 甲は、建物賃借人に対し、本契約が終了する 1 年前までに、本契約の終了時期を自ら

通知できるものとし、乙はこれに異議を述べないものとする。 

 

（本件建物の譲渡） 

第１９条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を他に譲渡してはならない。 

 

（買取請求権の放棄） 

第２０条 乙は、本契約の終了に際し、本件建物その他本件土地に付属する建物・工作物

等の買取りを、甲に請求することはできない。 

 

（定期借地権に係る担保権の設定） 

第２１条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権に担保権を設定すること

はできない。 

２ 乙は、前項の規定により甲が本件借地権に対する担保権設定を承諾した場合であって

も、保証金返還請求権に対する担保権設定をすることはできない。 

３ 甲は、前項による承諾を受けた担保権の実行については担保権者と協議を行い、協定

を締結することができる。 

 

（保全義務、調査協力義務） 

第２２条 乙は、善良な管理者の注意をもって、本件土地の形状の維持保全に努めなくて



はならない。 

２ 乙は、本件土地の使用に関し、近隣所有者より苦情のある場合は、乙の費用と責任に

おいて解決しなければならない。ただし、乙が責めを負うべき事情がないときは、この

限りでない。 

３ 乙は、本件土地が天災地変その他の事由によって損壊した場合は、乙の負担により修

繕を行うものとする。 

４ 前項の事由による損壊により第三者に損害を与えた場合には、乙はその賠償の責めを

負うものとする。 

５ 甲は、本件借地権の存続期間中、随時、本件土地及び本件建物について、その使用状

況を実地に調査することができる。乙は、これに協力しなければならない。 

６ 敷地内に設置されている防火水槽等の甲その他公的機関等による緊急時の使用につい

て、乙は協力しなければならない。 

 

（契約の解除） 

第２３条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないとき及び次の各号の一に該当す

ることとなった場合は、相当の期間を定めて催告の上、本契約を解除することができる。 

（１）正当な理由がなく引き続き２か月以上本件土地及び本件建物の全部を使用しないと

き。 

（２）銀行取引停止処分、仮差押え、差押え、仮処分、強制執行、公売処分、租税滞納処

分その他これに準ずる処分を受け、又は競売の申し立てを受けたとき。 

（３）自ら振り出した手形・小切手の不渡りがあったとき。 

（４）破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算手続開始等

の申し立てがあったとき又は手形交換所による不渡り処分を受けたとき。 

（５）解散し、又は他に合併されたとき。 

（６）著しく乙の信用を失墜させる事実があったとき。 

（７）乙又は乙の取締役若しくは使用人が暴力団、その他暴力的集団の構成員、又はこれ

に準ずる者と判明したとき。 

（８）関係官庁からその営業につき、取消又は停止の処分を受けたとき。 

（９）第２条の規定に違反したとき、又は本件土地を指定用途以外の用途に使用したとき。 

（10）前各号に準ずる事由により甲がこの契約を継続しがたくなったとき。 

（11）その他本契約の規定に違反する行為があったとき。 

２ 甲は、本契約締結後、乙が不在する旨の書面通知等を提出せずに行方不明等となり、

事前に乙より申告のあった本契約書記載の指定連絡先（変更が届け出られている場合に

おいては届出の連絡先）と連絡が取れなくなった場合は、連絡が取れなくなったときか



ら１か月を経過した後であれば、催告をしないで直ちに本契約を解除することができる

ものとする。 

３ 甲は、前２項に定めるもののほか、神奈川県警察本部からの通知等に基づき、乙が次

の各号に掲げる者であることが判明したときには、何らの催告を要せずこの契約を解除

することができるものとする。 

(1) 横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12 月横浜市条例第 51号）第２条第２号に規定す

る暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配

法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者

（法人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又

はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの

をいう。） 

(2) 神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75号）第 23条第１項又は第２項

に違反している事実がある者 

４ 前３項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害の賠償の責を

負わないものとする。 

 

（乙による契約解除） 

第２４条 乙は、天災地変その他乙の責めに帰し得ない事由により、本件建物が滅失又は

著しく損傷した場合は、甲に対して本契約の解除を申し入れることができる。 

２ 甲は、前項の規定に基づく申し入れに対し、正当な事由があると認めるときは、本契

約の解除を承諾し、書面によりその旨を通知する。この場合において、本契約は、乙の

解除の申し入れ後、６か月を経過したときに終了するものとする。 

 

（一部解約の禁止） 

第２５条 乙は、本物件の一部のみを解約することはできない。 

 

（更地返還及び明渡し） 

第２６条 乙は、本件借地権の存続期間が満了した場合又は第 23 条若しくは第 24 条の規

定により本契約が終了する場合には、自己の費用をもって、甲の指定する期日までに、

本件土地に存在する建物、工作物等（地区施設、擁壁、フェンス及び立木を除く。建物、

工作物等については、原則として基礎杭含む。）及び備品を収去し、更地の状態で甲に

返還しなければならない。ただし、引渡時に残存する地中埋設物（既存建物（旧ＹＣＡ

Ｔ建物）に係るものを除く）については、除去を求めるものではない。 

２ 本件借地権が存続期間の満了によって消滅する場合には、乙は、期間満了１年前まで

に、本件建物の取壊し及び本件建物の賃借人の退去等本件土地の返還に必要な事項を書

面により甲に報告し、了承を得るものとする。 



３ 第 1 項に規定する本件土地の返還が遅延した場合には、返還すべき期日の翌日から返

還した日までの期日の日数に応じ、日割りで計算した月額貸付料の３倍に相当する損害

金を乙は甲に支払わなければならない。 

 

（違約金） 

第２７条 乙は、本件借地権の存続期間中に、次の各号の一に該当する事由が生じた場合

は、それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わなければならない。 

（１）第３条、第 14 条、第 15 条、第 16条、第 17 条及び第 18 条に定める義務に違反し

た場合。 

年額貸付料相当額とする。 

（２）第 19 条及び第 22 条に定める義務に違反した場合。 

月額貸付料の３か月分に相当する額とする。 

２ 前項に規定する違約金は違約罰であって、第 31 条に定める損害賠償額の予定又はそ

の一部とは解釈しない。 

 

（登記） 

第２８条 乙は、本契約後、甲に対し本件借地権設定登記を請求するものとし、甲は、そ

の請求により速やかに本件借地権の設定登記を嘱託する。 

２ 本件借地権の存続期間が満了した場合又は第 23 条及び第 24 条の規定により本契約が

終了する場合には、甲は、乙の負担により本件借地権の抹消登記を嘱託するものとする。 

 

（瑕疵担保） 

第２９条 乙は、本契約締結後に、本件土地について数量の不足その他隠れた瑕疵がある

ことを発見しても、甲に対して貸付料の不払い、減免及び損害賠償等の請求をすること

ができないものとする。 

 

（土壌汚染対策） 

第３０条 乙は、本件土地及び公園予定地の土壌汚染について、あらかじめ甲と協議の上、

必要な対策及び調査等を講じなければならない。 

２ 前項にかかる費用は、あらかじめ甲乙協議の上、土壌汚染の原因が乙の責めに帰すべ

き事由による場合を除き、甲の負担とする。 

 

（損害賠償等） 

第３１条 乙は、本契約に定める条項に違反しこれにより甲に損害を与えた場合は、その



損害を賠償しなければならない。 

２ 乙は、地方自治法第 238 条の５第４項の規定に基づき本契約が解除された場合におい

て損失が生じたときは、甲に対し同法第 238 条の５第５項の規定に基づきその補償を請

求することができる。 

 

（契約の費用） 

第３２条 本契約の締結に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。 

 

（通知事項） 

第３３条 乙は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、甲に対して遅滞なくその

旨を書面にて通知しなければならない。 

（１）名称、主たる事務所の所在地又は連絡先・電話番号を変更したとき。 

（２）乙の地位について合併等による包括承継その他の変動が生じたとき。 

（３）代表者を変更したとき。 

（４）解散するとき。 

 

（裁判管轄） 

第３４条 本契約に関する紛争については、甲の所在地を管轄する裁判所を第一審の管轄

裁判所とする。 

 

（信義誠実の義務） 

第３５条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（強制執行認諮） 

第３６条 乙は、本契約による金銭債務を履行しないときは直ちに強制執行に服する旨陳

述した。 

 

（資産調査等） 

第３７条 甲は、建物貸付収入に係る賃料又は共益費等の納付がない場合は、資産の状況

に関して質問し、実地に調査し、情報所管課から情報の提供を受けること又は参考とな

るべき資料その他の報告を求めることができる。また、本契約の締結により、乙は横浜

市の私債権等の滞納整理にかかる市税情報の照会に関する要綱（平成 22年９月 16日総

財第 226号）に規定する調査同意書の同意をしたものとする。 

２ 前項に定める資産調査等の内容（以下「調査内容」という。）については、次の各号



のとおりであり、乙は調査内容について同意しなければならない。 

（１）金融機関の取引状況に関する情報 

（２）保険会社の加入状況に関する情報 

（３）給与、報酬の支払者の支払状況に関する情報 

（４）納税通知書送達先住所 

（５）市民税、県民税及びこれに類する税に関する情報 

  ア 所得の種類及び金額並びに収入の種類、金額及びその収入に係る支払者等 

  イ 所得控除の種類及び控除額並びに生命保険料控除の対象となった保険料の支払先 

  ウ 税額 

（６）固定資産税、都市計画税及びこれに類する税に関する情報 

  ア 固定資産（補充）課税台帳に登録された土地・家屋の所有状況 

  イ 土地の所在・地番、地目、地積、価格 

  ウ 家屋の所在・地番・家屋番号、床面積、価格 

（７）市税及びその他税の滞納の有無 

（８）生活保護の状況 

 

（暴排条項） 

第３８条 乙は、暴力団等反社会的勢力との関係ないし関与の事実がないことを誓約する。

なお、暴力団等反社会的勢力との関係ないし関与の事実には、次の各号に掲げる場合を

含むがこれらに限られないものとする。 

（１）乙の関係者が暴力団、暴力団員又はこれらに準ずる者である。なお、乙の関係者は、

乙、その役員若しくはこれに準ずる者、乙の関連会社、その役員若しくはこれに準ず

る者を含むものとする。 

（２）暴力団等反社会的勢力が乙の関係者の経営に関与している。 

（３）乙の関係者が暴力団等反社会的勢力に資金提供その他の行為を行うことを通じて暴

力団等反社会的勢力の維持若しくは運営に協力若しくは関与している。 

（４）乙の関係者が暴力団等反社会的勢力とともに社会的に批判を受ける事業を営んでい

る。 

 

（用途制限等） 

第３９条 乙は、本件土地又は本件建物を次の各号に掲げる用に供し、又はこれらの用に

供されることを知りながら、本件土地又は本件建物を第三者に譲渡し、若しくは本件土

地又は本件建物について地上権、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定

をしてはならない。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条



第２号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用 

（２）前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利

用する等公序良俗に反する用 

（３）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条

第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗特殊営業その他これらに類

する業の用  

 

（準拠法） 

第４０条 本契約は日本語をもって正文とし、本契約の解釈及び履行に関する一切の事項

の準拠法は日本国法とする。 

 

（通貨） 

第４１条 本契約に基づき乙が甲に対して支払う金員は、すべて日本国通貨による。 

 

（振込手数料） 

第４２条 本物件の賃料及び共益費その他の支払いのための振込手数料は、乙の負担とす

る。 

 

（通知） 

第４３条 甲が乙に対して発する通知は、本契約書記載の指定連絡先（変更が届け出られ

ている場合においては届出の連絡先）あてに発するものとし、その効力は通常到着する

とみなされる時から発生する。 

 

（その他） 

第４４条 この契約に定めるものを除くほか、乙は、法令、横浜市公有財産規則及び要項

に定める条件を承諾し、遵守するものとする。 

２ 本契約に規定のない事項又は本契約の条項の解釈に疑義が生じたときは、甲乙協議の

上決定するものとする。 

 

 

（別表１） 

埋設物の種類 埋設物の状況 

従前建築物杭、従前建

築物基礎、屋外配管等 

別紙「横浜シティ・エア・ターミナル新築（その中建築工事）

工事 工事請負契約書」及び「横浜シティ・エア・ターミナル

新築（その内附帯設備工事）工事 契約書」のとおり。 



 

この契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、 

各自 1 通を保有する。 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

貸 付 人（甲）   横浜市中区港町１丁目１番地 

横浜市 契約事務受任者 

都市整備局長 ○○○○○○○○ 

 

 

借 受 人（乙）   ○○○○○○○○○○○○ 

          ○○○○○○○○ 

 

 

指定連絡先（住所、氏名、電話番号）     

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

 

物件目録 

土地の表示 

所在 地目 
公簿面積 

（平方メートル） 

地積 

（平方メートル） 

横浜市神奈川区大野町１－２４ 宅地 3949.69 3949.69 
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    横浜市役所本庁舎６階 

            電話 045－671－4051 


